
 

 

～ 日本海難防止協会シンガポール連絡事務所発SRO news ～ 

（Ref No：25－017） 

 

１ 米国務省は、8 月の火災で焼失したマーシャル諸島の国会議事堂の再建に

向け、1300万ドルの支援を約束した。 

国会議事堂の再建については台湾も連携して支援しており、台湾政府は、新

首都建設資金として既に 3000万ドル超の支援を約束している。 

原文 

（22nd September 2025, Pacific Island Times） 

 

２ バヌアツは、豪州との「Nakamal 協定」を交渉している中、中国と新たな

警察協定を締結すると発表した。 

9 月 19 日、バヌアツの Napuat 警察大臣は中国で王公安相と会談した。中国

は 20 台の警察用オートバイ、20 台のドローンなど総額で約 70 万ドルの装備

を供与することに合意したという。 

Napuat 大臣は、「バヌアツは既に豪州、ニュージーランド、フランス、英国、

パプアニューギニアと警察に関する覚書（MoU）や協定を締結しているが、唯

一中国とはまだ締結していない。両国政府は、既存の覚書と同様の警察に関す

る覚書を正式に締結し、警察分野におけるさまざまなパートナーシップについ

て、すべてのパートナーとより良く調整、管理したいと考えている。」と述べ

た。 

また、Napuat 大臣は、豪州との「Nakamal 協定」と中国との警察協定には関

連性はないと述べた。 

原文 

（24th September 2025, Radio NZ） 

 

３ マーシャル諸島海上警察の巡視船「Lomor 03」が豪州向け、最後の航海に

マジュロを出港した。同船は 34年に渡り、捜索救助、漁業監視、麻薬捜査など

の任務に従事してきた。 

 同船は来年、豪州政府の支援により、更に大型の新型巡視船に代替される。 

原文 

（26th September 2025, The Marshall Islands Journal） 

 

４ 豪州は、フィジーとの協力関係「Vuvale Partnership」のもと、麻薬密輸、

違法漁業、国際犯罪に対応するため、「Vuvale Maritime Essential Services 

Centre」をスバに新設した。 

https://www.pacificislandtimes.com/post/us-taiwan-pledge-13m-to-rebuild-nitijela
https://www.rnz.co.nz/international/pacific-news/573942/vanuatu-plans-to-sign-police-deal-with-china-while-nakamal-pact-with-australia-is-left-hanging


フィジーのティコンドゥアンドゥア国防相は、同センターにより、関連する

すべての機関がリアルタイムで連携することができるようになると述べた。疑

わしい船舶が EEZ に進入した場合、同センターは即座に衛星、データベースに

より同船舶を特定し、税関、警察、入管、海軍に情報共有を行い、航空機を配

備して追跡し、国境を跨ぐ場合は国際パートナーとの調整を行うという。 

同相は、これは単なるインフラではなく、情報と法執行のハブとなり、監視

を実行し、将来の世代のために海上安全を守るものであると語った。 

原文 

（30th September 2025, FBC） 

原文 

（8th October 2025, Islands Business） 

 

５ ミクロネシア連邦（FSM）のシミナ大統領は、チュークラグーンで第二次

世界大戦時に米軍の攻撃により沈没した日本船舶「りおでじゃねろ丸」に起因

する有毒な油が漏出していることを受け、海洋生物やサンゴ礁、同国の漁業経

済に重大なリスクをもたらすとして非常事態宣言を発令した。 

 同大統領は、ニューヨークで開催された第 80回国連総会における演説で、緊

急の国際支援を訴えた。 

太平洋地域環境計画事務局（SPREP）の 2022 年の報告によると、太平洋地域

には 1200隻以上の汚染リスクのある沈没船が存在する。その多くは第二次世界

大戦時のものであるという。 

原文 

（28th September 2025, Pacific Island Times） 

原文 

（8th October 2025, The Kaselehlie Press） 

 

６ 水曜日（10 月 1 日）、クック諸島の Joseph 警察長官と豪州の Hodson 高等

弁務官は、2022年に豪州から供与された巡視船「Te Kukupa Ⅱ」に関する強化

覚書（MOU）を調印した。 

本覚書は、クック諸島の増大する海上安全保障ニーズに対応し、両国間の

「’Oa Tumanava（存続する友情）」パートナーシップを強化することを目的と

している。これにより、巡視船「Te Kukupa Ⅱ」の運用能力を向上させる重要

な資金と資源が提供される。 

原文 

（3rd October 2025, Cook Islands News (Facebook)） 

原文 

（Department of Foreign Affairs and Trade, Australian Government） 

 

https://www.fbcnews.com.fj/news/1new-130-million-hub-to-guard-fijis-vast-waters/
https://islandsbusiness.com/news-break/we-are-watching-you-and-we-will-get-you-rabuka/
https://www.pacificislandtimes.com/post/state-of-emergency-declared-for-chuuk-over-oil-leak-from-wwii-shipwreck
https://www.facebook.com/CookIslandsNews/posts/localnews-cook-islands-and-australia-have-strengthened-their-maritime-security-p/1403702801762427/
https://www.dfat.gov.au/countries/cook-islands/cook-islands-australia-oa-tumanava-partnership


７ 第 80回国連総会（UNGA80）において、マーシャル諸島、パラオ、ツバルは

それぞれ、台湾の国連復帰と国際機関への参加を強く支持し、1971 年の国連総

会第 2758号決議が台湾排除の根拠として誤って解釈されてきたと主張した。 

マーシャル諸島のハイネ大統領は、第 2758号決議は「一つの中国」政策を国

連として容認するものと誤って解釈されており、「国連においてこれほどのガ

スライティング（心理的虐待）が行われたことはかつてない。」と批判すると

ともに、同決議が台湾への武力侵攻や威圧を正当化する根拠にはならないと述

べた。 

また同時に、気候変動への対応、深海鉱業の抑制、海洋保護のために、緊急

の世界的行動が必要であると訴えた。 

気候変動に関しては、主要国がパリ協定の義務を果たしていないと批判し、

国際司法裁判所（ICJ）の勧告に言及しつつ、気候変動適応策とロス＆ダメー

ジ（損失と損害）対応のための数十億ドル規模の新たな資金措置を求めた。 

海洋問題に関しては、国連公海等生物多様性協定（BBNJ 協定）の来たる発効

を歓迎しつつも、海底資源開発を急ぐ動きに警鐘を鳴らした。マーシャル諸島

は既に EEZ における深海鉱業を禁止しており、ハイネ大統領は、漁業資源を不

可逆的に犠牲にしてはならないと述べた。 

さらにハイネ大統領は、1946 年から 1958 年に米国がマーシャル諸島で実施

した 67回の核実験の責任について、国連が正式に認識と謝罪を示すべきとの見

解を述べた。 

原文 

（28th September 2025, Pacific Island Times） 

原文 

（30th September 2025, Island Times） 

 

８ ツバルのテオ首相は、水曜日（10月 1日）の第 47回独立記念日の演説で、

台湾との揺るぎない関係を再確認し、パートナーシップを互いに強化し、台湾

の国連復帰と国際機関への参加を訴え、将来の協力関係を形作る新たな条約の

策定作業を進めていることを明らかにした。 

また同首相は、豪州とのファレピリ連合条約を通じて深まる関係についても

言及し、同条約に基づき 280 名が豪州への移住ビザの審査手続きを行っている

と述べた。 

さらに、7 月 28 日に豪州のキャンベラに新設したツバル高等弁務官事務所が

両国の重要な前進を示すと付け加えた。 

また、ツバルは太平洋島嶼国の再生可能エネルギー移行と気候変動レジリエ

ンス強化を支援する豪州の 3300 万ドル規模のイニシアチブ「Australia-

Pacific Partnership for Energy Transition (APPET)」の最初の署名国となっ

た。 

原文 

（3rd October 2025, PACNEWS） 

https://www.pacificislandtimes.com/post/palau-marshall-islands-tuvalu-step-up-push-for-taiwan-s-reinstatement-to-un
https://islandtimes.org/climate-change-deep-sea-mining-and-taiwan-cannot-be-ignored-marshall-islands-president-warns-un/
https://pina.com.fj/2025/10/03/tuvalu-to-negotiate-new-treaty-with-taiwan-calls-for-global-recognition-pm-teo/


 

９ 月曜日（9 月 29 日）、ソロモン諸島のホニアラで第 2 回太平洋諸島海洋会

議（PIOC）が開幕した。 

太平洋委員会事務所（OPOC）、太平洋共同体（SPC）、太平洋地域環境計画

事務局（SPREP）が共催するこの 5日間の会議は、太平洋諸島の先住民、科学者、

政策立案者が知識を共有し、持続可能な海洋管理の戦略を形作る場となる。 

 海洋管理、漁業、海洋空間計画、海洋航法、「Tok Stori」（先祖伝来の知恵

と現代科学とを融合させるアプローチ）についてのセッションが用意されてい

る。 

原文 

（1st October 2025, PACNEWS） 

原文 

（2nd October 2025, PACNEWS） 

 

１０ アジア開発銀行（ADB）の最新の予測では、太平洋地域の経済成長率は

4.1％と見積っている一方、インフレ率の低下が見込まれている。また、2026

年の同地域の経済成長率は 3.4％に鈍化するとしている。 

ADB の太平洋地域主任エコノミストである Rahman 氏は、太平洋地域が今年の

成長率において世界的に際立っていると述べた。同地域は米国貿易への依存度

が比較的低く、関税の直接的影響が顕著ではないという。ただし、観光業への

間接的影響が生じる可能性は考慮すべきと指摘した。 

パプアニューギニアは 2025 年の経済成長率が 4.6％と特に好調であり、鉱

物・資源生産量が過去最高を記録、冬場の低迷した経済を支えているという。

資源生産の減速に伴い 2026 年には経済成長率が 3.6％に減速すると予測されて

いる。 

Rahman 氏は一方で、一部の国々では依然として経済成長を鈍化させる課題が

存在しており、最近の災害やプロジェクトの実施、小国の能力制約などに起因

するものであると述べた。 

原文 

（2nd October 2025, Radio NZ） 

 

１１ 10 月 6 日、豪州のアルバニージー首相とパプアニューギニア（PNG）の

マラペ首相は、豪州のキャンベラで共同記者会見を行い、相互防衛条約

「Pukpuk Treaty」の調印を発表した。 

これにより PNG は、米国、ニュージーランドに次ぐ 3 番目の正式な豪州の同

盟国となり、豪州にとって約 75年ぶりの同盟締結となった。 

本条約の調印は、昨年米国が PNG と締結した防衛協力協定に続くものである。

同協定はロンブルム海軍基地など PNG の主要な軍事施設への米軍のアクセス権

を認めるものであるが、透明性や主権の観点から PNG 国内で抗議を引き起こし

た。 

https://pina.com.fj/2025/10/01/people-centre-of-ocean-conference/
https://pina.com.fj/2025/10/02/spc-supports-pacific-nations-to-finalise-maritime-boundaries/
https://www.rnz.co.nz/international/pacific-news/574739/pacific-economies-will-grow-in-2025-but-turbulence-ahead-adb-says


マラペ政権は、この協定は PNG の主権を尊重するものであるとしているが、

今回の豪州との新たな条約と相まって、PNG は米国主導の太平洋における安全

保障網の中心的存在となった。 

 専門家らは、両協定は相互補完的であると述べている。米国は戦略的ハード

ウェアと世界的抑止力を提供し、豪州は地域的な訓練と作戦上の連携を提供す

る。ある専門家はこの動きを「独立以来、太平洋地域における最も重要な連携」

と評価している。 

 中国は PNGにとって 1976年の国交樹立以来、最も長く一貫した外交パートナ

ーのひとつであり、融資、無償資金援助、インフラ事業の主要な提供者であり

続けている。中国大使館は、PNG の独立した選択を尊重すると表明しつつも、

地域の安全保障枠組みは排他的であってはならず、第三国との協力を制限、妨

害すべきではないと牽制した。 

専門家らは、中国が太平洋地域における影響力拡大に向けた取り組みを一層

強化するであろうと警告している。 

原文 

（7th October 2025, Radio NZ） 

原文 

（7th October 2025, Island Times） 

原文 

（3rd October 2025, Pacific Island Times） 

 

１２ 日本政府は、トンガの麻薬密輸対策能力強化のため、パトロールボート

2隻を引き渡した。パトロールボートのほか、薬物検査機器も供与する。 

 これは 2022年に調印された無償資金協力プログラム（※税関検査関連機材供

与のための無償資金協力「経済社会開発計画」、供与額 4億 2300万円）の一環

である。 

メイスフィールド海軍基地で開催された引渡式典には駐トンガの稲垣大使、

トンガのエケ首相らが出席し、同首相からトンガ国民を代表して日本に謝意が

表明された。 

原文 

（4th October 2025, Talanoa Tonga） 

 

１３ ナウルに収容されている難民と亡命希望者は、食事代が払えず食事を抜

かざるを得ないと訴えている。豪州が米国系の刑務所運営会社「MTC オースト

ラリア」に 1 人あたり 150 万豪ドル（98 万 9504 ドル）を支払って収容してい

るにもかかわらず、こうした苦境に陥っている。契約には食料の提供は含まれ

ていないという。 

 ある亡命希望者は、豪州から 2 週間ごとに 230 豪ドル（151 ドル）の手当が

支給されるが、十分ではなく、頻繁に食事を抜かざるを得ないと訴えた。 

https://www.rnz.co.nz/international/pacific-news/575206/the-pukpuk-treaty-and-the-future-of-papua-new-guinea-australia-relations
https://islandtimes.org/china-to-step-up-pacific-push-after-australia-png-defense-treaty/
https://www.pacificislandtimes.com/post/australia-s-risk-in-png-why-the-pukpuk-treaty-could-backfire
https://talanoaotonga.to/japan-boosts-tongas-maritime-security/


別の亡命希望者は、野菜や果物の値段が高すぎるため買えないと訴えた。ナ

ウルは農産物の大半を輸入に頼っている。 

現在、105 人の亡命希望者と難民が島に収容されている。全員が男性である。

そのうち 90 人はナウルの地域社会に、15 人は地域処理センター（※移民収容

施設）に収容されている。 

MTC オーストラリアの親会社は米英で多数の営利刑務所を運営している。英

ガーディアン紙の過去報道によると、米国内の 2 施設では民事訴訟で「重大な

過失」や「甚だしい」警備不備が指摘されており、2019 年にはミシシッピ州政

府の贈収賄スキャンダルで 520万ドルの和解金が支払われている。 

 MTC オーストラリアが豪州政府と締結しているナウル関連サービスの契約は

事前公表や契約審査なしに延長、拡大されており、甚だしい管理不行き届き、

制御不能なプロセスと非難が上がっている。 

原文 

（7th October 2025, Island Times） 

 

１４ サモア警察は、オーストラリア連邦警察（AFP）と連携し、12 カ月間の

薬物撲滅キャンペーンを開始した。 

サモアでは覚せい剤などの薬物問題が深刻化しており、Filipo 警察長官は、

サモアは今や薬物取引における中継地点ではなく違法薬物の独立した市場とな

っていると述べた。 

豪州のロビンソン高等弁務官は、サモア・豪州警察パートナーシップ（SAPP）

のもと AFP が本キャンペーンを迅速に支援したことを誇りに思うと述べ、サモ

ア警察による本キャンペーンの開始を称賛した。 

原文 

（9th October 2025, PACNEWS） 

 

１５ 10 月 7 日、海洋生物多様性の理解と保護に向けた取り組みの一環として、

科学調査船「OceanXplorer」が東インド洋の未調査海域に向け、シンガポール

を出港した。 

シンガポール、東南アジア、太平洋島嶼国、米国の研究者が参加し、24 日間

に渡り行われる本調査は、シンガポール国立大学（NUS）と、同船を運航する

米国非営利団体 OceanX の共同企画である。 

研究者らは最新技術を駆使し、水深 4000メートルまでの海山に生息する生物

の調査を行う。 

NUS と OecanX は声明で、これはシンガポールが国連公海等生物多様性協定

（BBNJ協定）採択後に実施する初の大規模深海科学調査であると述べた。 

 シンガポールのバラクリシュナン外相は、シンガポールは ASEAN や小島嶼開

発途上国の専門知識を活用し、BBNJ協定の包括的実施を図ると述べた。 

 BBNJ 協定は、9 月に発効要件（60 か国批准）を充足し、2026 年 1 月 17 日に

発効する見込みである。 

https://islandtimes.org/asylum-seekers-on-nauru-going-hungry-despite-government-spending-1-5m-a-year-for-each-person/
https://pina.com.fj/2025/10/09/samoa-now-a-market-on-its-own-for-illegal-drugs/


バラクリシュナン外相は、6 月にフランスで開催された国連海洋会議におい

て、小島嶼国連合（AOSIS）を代表して声明を発表し、小島嶼開発途上国は、

自らの海洋環境をより深く理解するための科学研究に単に参加するだけでなく、

主導的役割を果たし始めるべきであると述べていた。 

原文 

（8th October 2025, The Straits Times） 

 

１６ 日曜日（10 月 5 日）、豪州からバヌアツに供与されたガーディアン級巡

視船「RVS Takuare」が、政府職員を乗船させた公式任務中に座礁した。 

 豪州が太平洋島嶼国に供与したガーディアン級巡視船による座礁事故は、サ

モア、ソロモン諸島、フィジーに続いて 4例目である。 

原文 

（10th October 2025, The Marshall Islands Journal） 

原文 

（17th October 2025, The Marshall Islands Journal） 

 

 

  



 



 

 

  



 

 



 

 

 

  



 

  



 

 

 

 


